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「東京中央市区劃定之問題」について

石田頼房ネ

要約

1880年11月に「東京中央市区劃定之問題」という表題の文書が，松田道之知事によって東京府会議員

に諮問された。従来の研究では，この文書は横浜にかわる新港を東京に築く提案と看倣されて来た。

この研究では，この文書の提起した問題が本当はどういうことで、あったのかを，この文書のもとにな

った資料および，この文書をめぐって行なわれた論議を検討することによって明らかにしようとした。

本研究で明らかになったのは次の様な点で、ある。

「中央市区劃定」という言葉の意味は，文字どおり東京の中心地区の限界をかぎることであり，松田

知事はそうすることによって計画対象区域を縮小し市区改良の事業量を削減しようとしたのである。こ

の政策には火災および不衛生の原因と見られていた貧民と裏長屋を中心地区から遂い出す考えを含んで

L 、Tこ。

「中央市区劃定」は市区取調委員総会 (1880年12月)および後任知事の芳川顕正の意見書(1884年11

月)によって否定されたといわれていた。しかし，実際に否定されたのは計画区域を縮小するという点

だけで，貧民遂い出しは当時の支配的意見で、あった。

「中央市区童ij定」政策は別の形，例えば1881年の「防火路線並ニ屋上制限規則Jや神田橋本町におけ
る不良住宅地区改良のようなやり方で実行に移された。

あると考えるからに他ならない。

まえがき

1. I東京中央市区劃定之問題」とは

15 

1880年(明治13年)に東京府知事松田道之が府会議員

に頒布した文書「東京中央市区劃定之問題Jについては
既に明治初年の都市計画に関する幾つかの研究論文がふ

れている。私が，あえてこの文書をめぐる検討を思いた

ったのは，従来の研究論文がこの文書の表題そのもので

ある「中央市区劃定」ということの意味内容を充分検討

していない様に思われたからである。この問題意識は当

時の神田橋本町改良事業を調査し，その背景に「中央市

区劃定」論があるのではないかと考えたことに発する。

「東京中央市区劃定之問題Jとは1880年(明治13年)

11月2日刊 第2回東京府会通常会の閉会時に松田道之

東京府知事が府会議員に頒布し意見を諮問した文書で，

甲乙2枚の図面が附されている。

そこで，都市研究センター方法論グループの研究会

(1979年5月15日)で試論を発表し批判検討をうけた上

で，ここに論文としてまとめた。研究会の席上でも様々

な討論があったし筆者自身もまだ調べるべき点が残っ

ていると思うが，この段階であえて問題提起として発表

することとしたのは，後述する様に「東京中央市区劃定

之問題」が，東京市区改正の発端とも言える重要文書で

*東京都立大学都市研究センター・工学部

まず，その全文を紹介しておこうお。(字体は当用漢

字体になおせるものはなおした。以下当時の文章の引用

について同じ)

東京中央市区劃定之問題

夫東京/地ハ中央政府ノ:在ル所内外土民ノ集ル所RIJ

チ全国ノ首府ナリ然ルニ幕府経営ノ後ヲ受ヶ現時十

五区ノ地広表二里街街一千三百五十二ニ、ンテ頗ル市

区広澗ニ過タリ維新ノ後武家地一変セシヨリ街衡ノ

錯雑名状スヘカラサノレニ至リ嘗テ十五区ノ街路一百

九十塁ノ延間ナリシモ吏ユ新開道路ヲ算入スレハ其
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延長数十里ヲ加フ也疑ナシ今日ノ状勢如是ニシテ豪

商鉦工ノ輩皆競フテ此ニ集リ遊手無頼ノ徒モ亦争フ

テ此ニ帰スルヲ以テ石室板屋ト相対シ駿尾蛸殻ト相

隣ル其種々ノ:裡燃質物ニテ屋ノ全部ヲ覆モノ十ノ八

九ニ居レリ於是乎祝融ノ災常ニ多ク風威ノ之ヲ援ノレ

時ハ転瞬ノ間萱万余戸ヲ焼;櫨ス不幸其線ニ当ノレノ区

ハ三年ニ一回此災ニ擢ルハ既往ニ徴シテ推知スヘシ

然ルニ三年ニ一回ノ惨状ヲ見ニ忍ヒスシテ只其責ヲ

板屋ニ帰スノレハ抑モ末ナリ又限ヲ衛生上ニ転シ以テ

市街ノ景況ヲ見ルニ概シテ市中ニハ裏庖アリ其間上

水ヲ引或ハ地水ノ設ケアレハ其井戸ト圃房トノ相距

ル二間ュ過ル者必ス稀ナリ故ニ汚物ノ井壁ヨリ惨透

スル容易ニシテ其水質ヲ損シ之ヲ飲用スレハ健康ヲ

妨ヶ虎列羅窒扶斯等ノ悪症蔓延ノ媒介ヲナス也疑ナ

シ是客歳虎列羅症流行ノ際海軍医学部ニ於テ井戸園

房ノ距離ヲ点検シ其飲用水ヲ試験セノレ報告ヲ以テ証

明スノレニ足レリ然ルニ悪症蔓延ノ状ヲ見ニ忍スシテ

只其責ヲ裏庖ニ帰スノレハ抑モ亦末ナワ以上所説ノ原

因ヲ究査スレハ全ク府下十五区ノ制未タ其宜キニ適

セスシテ貧富雑居シ家屋定度ナキニ由サノレハアラス

所謂東京ハ中央政府ノ在ノレ所内外土民ノ集ル所今ニ

シテ之ヲ改良スルノ目的ヲ立スンハ大ニ全国ノ体面

ニ関スト謂へシ是故ニ中央市区ヲ劃定スノレノ目的ヲ

立今日ノ施政将来ノ規模ト合一ヲ期スレハ漸ヲ以テ

改革スヘキモノ無慮、千百ニシテ一々枚挙スヘカラス

ト難而モ其梗概ヲ掲レハ左ノ如シ諸官街位置ノ事府

庁位置ノ事郵便局位置ノ事瓦斯ノ線路及飲水ノ管網

位置ノ事街路変更及新道開設ノ事新)1¥ヲ撃開シテ舟

栂ヲ利スル事橋梁架設ノ事火災予防ノ事家作制限ノ

事火災保険区ノ事練兵場位置ノ事区役所位置ノ事町

会所位置ノ事養育院位置ノ事病院及癒狂院位置ノ事

中小学校位霞ノ事博覧会位置ノ事海岸埋立埠頭築造

ノ事区裁判所及警察本分署位置ノ事其他人民ノ職業

ニ付テハ蒸気機械ヲ設置セル製造所摺付木製造及貯

蔵所花火製造及貯蔵所波璃製造所硝酸硫酸等揮発露iJ

烈/薬剤製造所亜繭格爾製造及貯蔵所瓦斯製造所燃

化石製造所揮発油製造及貯蔵所火薬製造及貯蔵所陶

器製造所金属分析所瓦製造所鍛冶及銘鉱所油酒類製

造及貯蔵所藁灰置場石炭置場藁及称草置場繍ヲ設置

セル諸工場材木竹石及薪炭置場石灰置場青物市場;魚

烏市場借馬場諸車置場諸見世物相撲場演劇場貸座敷

等何レモ位置ノ制ヲ設クヘキ者ナリ而シテ物品入市

ノ税ヲ徴シ其経営ヲ助クル等ノ事モ亦長〉シトセス今

ヤ此目的ヲ定メ以テ将来ノ:事ヲ処スルトキハ百般ノ

便益ヲ来、ン党ニ中央市区ハ豪商轄鞍ノ所トナリテ商

業隆盛地価亦随テ!騰貴シ尺寸ノ余地ナキ日目11チ規乎

タノレ層楼林立ノ時ナリ於是乎鉄管ヲ以テ水ヲ幾層ノ

石室ニノホセ瓦斯ヲ以テ燈ヲ亜字ノ長欄ニ点、スノレハ

自然ノ勢ニシテ今日ノ板屋蛸慮ハ其影ヲ留メス宣ニ

厨房ノ汚臭飲水ニ混和スルノ:事アランヤ蓋シ如此ニ

シテ始メテ全国ノ首府タルユ憐サルヘシ然ト量産トモ

只管市区ノ縮小ニノミ注目シ其地ノ繁盛ヲ企図セサ

ルトキハ又久シカラスシテ衰弊ノ域ニ至ラン是宣ニ

思ハサルヘケンヤ今ヤ市区改良ノ目的ヲ以テ後来ノ

計ヲナスニ早晩東京湾ヲ開クヨリ善ナノレハアラス於

是新ニ東京湾ヲ開キ以テ互市場ヲ此ニ設クノレトキハ

所謂府下ノ市区ハ商賓貿易ノ源ヲ占メ漸々昌盛ノ域

ニ達スノレノ、更ニ疑ヲ容レサル所ナリ然レトモ予メ百

年ノ形勢ヲ卜、ン永遠ヲ期スル者ニシテ固ヨリ一朝一

タノ講究シ得ヘキ事業ニアラス於是先ツ試ニ現今ノ

地勢ユヨリ将来盛衰ノ赴ク処ヲ察シ中央市区及新港

ノ位置ヲ定ノレノ目的ヲ立ントス抑中央市区ノ位置ハ

大ユ新港ノ位置ニ関係スルモノナレハ乙ノ位置先ツ

一定セサレハ甲ノ位置ヲ定ルニ由ナシト雄トモ今仮

ニ築港ノ位置ヲシテ隅白河口ヨリ品川沖台場辺ニ在

ルモノトセハ商頁貿易ノ中心ヲ占メ所謂中央市区ノ

名目ニ適当スヘキ位置果、ンテ何所ニ在ルカ例ヘハ西

ハ鍛冶橋筋ノ外濠ヲ界シ北ハ神田川ヲ限リ若クハ浅

草ノ一部ヲ包ミ東ハ大川筋ニ止リ南ハ新橋乃至金杉

川ヲ境トセンカ或ハ新港ノ位置ニ依リ地勢モ亦将ニ

東南ニ面シ漸々北衰南盛ニ傾タヘキ疑アレハ少ク西

北ノ一分ヲ殺テ日本橋辺ヲ界トシ東南ハ之ニ反シテ

芝田町辺マテ拡張センカ之ヲ要スルニ其位置広狭ノ

如キ実ニ百年ノ規模ヲ此ニ定ルモノナレハ極メテ容

易ノ事ニアラス故ニ此問題ヲ起シテ大ニ輿論ヲ求ン

ト欲シ先ツ議員諸君ノ意見ヲ諮問ス

従来「東京中央市区輩1]定之問題J(以下「劃定之問題」
と略す当時の府庁内文書では「問題」と略記されてい

た)は1880年6月に府会に諮問されたとする見方が一般

的であったお。文書部分が府会に諮問すべく 6月段階で

印刷に付されたのは事実のようであるが4)， 府会に提出

されないまま経過し，府会閉会時にいたって「先ツ本会

ノ意見ヲ諮問ス」という文章の末尾を「先ツ議員諸君ノ

意見ヲ諮問ス」と手書きで書き改めて議員に頒布された

のが事実である。甲乙2枚の図面については原図は5月

に出来上っていたと思われるが印刷が出来上ったのは10

月末になってからであった日。

なぜ6月段階で府会に諮問すべく印刷されながら， 11

月まで経過し，府会ではなく府会議員への諮問になった

かは明らかではないが， I朝野新聞J (1880年11月4日
付)によれtf，知事は「此問題ハ当議会ニ付シテ其意見

ヲ聞カント欲シタルモ議事数日ニ渉リ余白ナキヲ以テ今

更ニ議員各 I~ 二日シテ十分ニ意見ヲ開キ以テ輿論ノ何レ

ニアノレヤヲ問ハントス」と文書を頒布するに当って述べ

たとL、う。この年の府会通常会は5月20日から11月2日
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まで、の異例の長期間にわたって開かれ，主として財政上

諸事業を見なおす件をめぐって府当局と緊張した関係が

つづいたといわれる6)。特に，この年の2月臨時府会で

火災予防事業予算およびその費用にあてるための府債募

集に関する議案が修正可決になった時の付帯意見りにも

とづき，火災予防費を地方税費目のーと為す件につき政

府の許可を得て提出された地方税費目増加議案をめぐる

論議で，この種の事業を地方税の負担でおこすことに強

い反対意見が出て，府当局はこれを「之レ等ヲ地方税ニ

テ支弁シ能フト云フノ;昔、ナリ其事業ヲ今日直ニ起スト云

フニハアラス」という様な言い方で切抜けたものの自に

結局，火災予防事業府債を募集することは出来なかった

というような状況があった。 1劃定之問題」が提起して
いる事が市区改良事業であるだけに，このような状況の

もとで、府会へ諮問することが鋳賭されたものと，思われ，

単に時聞がなかったのでは無かろう。

「劃定之問題Jは11月4日付および5日付各紙で報道
された他，府会議員への諮問前の10月30日に警視庁ヘヘ

11月5日付で陸軍省・海軍省・工部省・土木局・駅逓局

等の諸官省，商法会議所・地学協会・三菱会社・工業社

.石川島造船所・東京経済雑誌社・東海経済新報社・風

帆船会社・三井物産会社等に送附して意見を求めた10)。

又， 11月9日には広く意見を求めるため新開広告を出す

ことを決めているII)。

2.従来の研究における「劃定之問題」の見方

従来「劃定之問題」にふれた研究論文は幾っか見られ

る。しかし，前にも述べたように，これらはこの文書の

表題となっている「中央市区劃定」ということの意味を

検討し，正しく評価していない様に思われる。本節で

は，都史紀要25巻『市区改正と品海築港Jl1969 (以下，

都史紀要25と略記)， 11近代日本建築学発達史』第6編

2章「市区改正J (以下，上野勝弘， 1972) ，石塚裕道
119世紀後半における東京改造論と築港問題」都市研究

報告22号(以下，石塚裕道， 1971)をとりあげ，この点

を検討してみることにする。

都史紀要25は「劃l定之問題」によって示された松田知
事の考えは「道路を中心とした市区改正と併行して，開

港場ともつかず，中途半端な立場の東京を，築港によっ

て，大開港場とし，横浜に代る貿易港を兼ねた大都市を

つくりあげよう(傍点引用者)Jというもので、あったと
見ている(同書pp.16)。その論拠となっているのが「劃

定之問題Jの5月21日付草案である。都史紀要25は，そ
の後半部分を引用し，それが「劃定之問題」の印刷文書

と比較して築港問題に関してより積極的・具体的である

ことから「これが，東京府当事者の本当の考えであった

ろう」と述べ，前に引用したように松田知事の考えを判

断している。この 5月21日草案は東京市史稿港湾篇第3

巻(以下，市史稿港湾3，又は資料-2)で始めて紹介

され，都史紀要25でとりあげられたものであるが，ここ

では都公文書館蔵『明治十三年起市区改正回議録Jl (以

下「市区改正回議録J又は資料 17)にある 5月21日草
案の原本によって，この草案およびその添削の性格につ

いて検討してみよう。この草案には次に示すような起案

文書がついている。

明治十三年五月廿一日出 一等属伊藤徹⑪

知事書記官 市区改正委員⑮12)

東京市区改劃之儀ニ付広ク妥当ノ説を御覧シテ相成

候御趣意、ニより府会議員へ御諮問案別紙之通取調申

候右ニテ可然候口弐百部印刷ニ付シ申度尤も図面ハ

細石版ノ裡其価ノ簾ナル方を以テ取付申度存候此段

至急相伺候也

この起案文書には書記官，知事の印がなく「判決済」

という決裁済を示す印もない。そして起案者草案(加筆

訂正前のものを区別してこう呼ぶ)には全体にわたって

2回以上の朱筆が加えられている。したがって市区改正

委員によって調整された起案者草案は書記官又は知事

(あるいは双方)によって添削され，決裁にならず戻さ

れたと見られるのである。したがって，起案者草案に加

えられた添削，こうして出来た 5月21日草案から印刷文

書までの変更の経過(たとえそれが当時の東京府をめぐ

る情勢に対する配慮から出たものであったとしても)の

中にこそ知事，書記官など「東京府当事者」の意向を見

るべきであろう。

では起案者草案から草案，そして印刷文書への変化の

特徴は何かと言えば，築港の必要性について述べた部分

および築港の具体的イメージに係わる部分の大幅な削除

簡単化じこの文書及び略図が相当な検討を経ていると

いう印象を薄めることの 2点である。

Jlllち，起案者草案で「東京湾ヲ開キ彼ノ横浜港ヲ此ニ

移スヨリ善ナルノ、アラス」とあった部分を「東京湾ヲ閲

グヨリ善ナルハアラス」と改め，これにともなって横浜

港を移す理由として，横浜港と居留地の関係を正す必要

があると述べた部分を全面削除している。又，草案上で

は残されたが，東京港の位置及計画について具体的に述

べた部分である「東京築港ハ佃島ノ南岸及芝金杉新浜町

ヨリ砲台ニ至ルノ間海ヲ劃スルニ二条ノ;堤防ヲ施シ其堤

防ノ柑距三百有余間ニ、ンテ水深之ニ適ス即ス藍波荘紗/

処無数ノ船舶以テ錨ヲ投スヘク左右許多ノ船渠巨寓ノ荷

物以テ運搬スヘシ(後略)Jなどと述べた部分は印刷原

稿 (6月16日)段階で全面的に削除されている。要する

に築港は，起案者草案における「築港計画Uから，印刷

された「劃定之問題」における中央市区の位置にかかわ
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る「築港の位置」に弱められたので-ある。

第2の点として，文書および略図が相当な討議をへて

いると述べた部分「現今ヨリ将来ヲ推シ目下十五区ノ裡

ニ就テ中央市区ヲ劃定シ新ニ築港スヘキ位置等反獲討議

ヲ経以テ問題及略図ヲ示ス」の部分を全体として削除し

ている。そして，これにつづいていた「抑モ中央市区ノ

劃定ヲ議スルヤ予シメ百年ノ形勢ヲトシ永遠ノ昌盛ヲ期

スル者ニシテ園ヨリ容易ノ業ニアラス於是乎現今ノ地勢

ニヨリ将来盛衰ノ赴ク処ヲ察シ丁寧及反覆以テ其宜キヲ

裁セサルヘカラス」の部分を「予メ百年ノ形勢ヲトシ永

遠ヲ期スル者ニシテ固ヨリ一朝一夕ノ講究シ得へキ事業

ニアラス於是先ツ試ミニ現今ノ地勢ニヨリ将来盛衰ノ赴

ク処ヲ察シ十五区ノ裡ニ就テ中央市区ノ位置シ新港ノ位

霞ヲ定ムルノ目的ヲ立テントスレハ則チ左ノ箇条ハ如何

ナルヲ適当トナスヤJ13) と改めている。また，添削の中

間段階では「反覆討議ヲ経以テ問題ヲ掲ケ広ク衆説ヲ関

ント欲ス」というように「略図」だけを削除したと思わ

れる状況もある。これらの点を総合して見るならば，添

削者(書記官又は知事)は築港に関する内容及び略図は

充分検討されたものではなく，したがって府の方針とす

るべきでないとLづ認識をもっていたと思われる。前述

の様に「劃j定之問題」の印刷文書から築港の具体像が大

幅に削除されている理由もここにあると見られる。

なお，資料 2には示されていないが，起案者草案の

表題および前半部分にも部分的にではあるが添削が加え

られている。この起案者草案はもともと「東京中央市区

改劃之原由」と題されていたものを「東京中央市区輩IJ定

之議」に，更に「東京中央市区劃定之問題」と訂正され

たものである。又，本文中でも「中央市区ヲ改設スルノ

目的ヲ立テ」とあった部分に付築をもって「改設ヲ劃定

トスヘシ」と訂正が加えられている。要するに添削者は

「劃!定」とL、う言葉を特に重視していたと思われる。

以上の検討から，都史紀要25の5月21日草案(起案者

草案か添削後をさすか不明)こそ東京府当事者の本当の

考えて、あったろうという見方は「東京府当事者Jを起案
者である市区改正委員とすればそのとおりであろうが，

「東京府当事者」を松田知事自身として，知事が「横浜

にかわる貿易港を兼ねた大都市(傍点引用者)Jをつく
ろうとしていたとする考え方には疑問がある。

上野勝弘 (1972)は「劃定之問題」の諮問時期につい

ては明治13年11月と正しく指摘しているが， r劃定之問
題」において「築港は市街地改造の前提と考えられ」て

いたとし r肥田浜五郎の築港調査の結果に基づき，そ
れぞれの位置が提案されたのである」と述べている。上

野は「築港は市街地改造の前提Jの論拠として「抑モ中
央市区ノ位置ハ大ニ新港ノ位置ニ関係スルモノナレハ乙

ノ位置先ツ一定セサレハ甲ノ位置ヲ定ノレニ由ナシ」の部

分等を引用しているが，これは後で詳しく検討するよう

に単に双方の位置に深い係りがあることを述べていたに

すぎない。肥田浜五郎調査にもとづく位置の提案という

点も，確かに後の1882年知事引継文書中14)に「曽テ十数

年前ニ肥回浜五郎ヵ規画セシ東京湾築港ノ図面ヲ以テ仮

ニ問題トナシ」とあるが，この略図発表直後の土木局か

らの問いあわせに対しては「工師等ハ要セズ前年中或人

ノ調査セシ図面ニ依リ」と名前をふせており 15り 「目論

見設計等ハ追々取調之積」と，つとめて充分な調査に基

づく図面ではないことを強調しているのである。ところ

が，上野は， r劃定之問題」が「築港は市街地改造の前
提Jとしていたとするに止まらず，中央市区劃定すなわ
ち築港という見方さえとるのである。即ち， 1884年に芳

川顕正が「市区改正意見書」の中で中央市区劃定の考え

方をとらないとしたことに触れ， r築港と深い関係にあ
った中央市区の画定の問題を(中略)否定し，市区改正

と築港との関係を白紙にもどした感があった」と述べて

いる。後に詳しく検討するが，芳川顕正が否定したのは

文字どおり市区改正計画の範囲を「中央市区」に限定す

る意味での「中央市区劃定」で、あって，築港問題を否定

したり市区改正との関係を白紙に戻すようなことを意味

する言葉は「市区改正意見書」のどこにもないのであ

る。

石塚裕道 (1971)16) は「劃定之問題」の性格を「市街

地改造案と築港論にわたり，以後の政府・府当局関係者

が起草・上呈した諸建議の出発点にあたる位置にあっ

たjと評価し，その内容を rr中央市区Jの画定，公共
建築物と諸工場の立地および都市諸施設と交通手段の整

備が緊急に必要であることを説いていた」ものであり，

「東京湾の開撃(隅田川口より品川台場近辺に築港が必

要)と「互市場」の新設をもって，東京を「商売17)貿

易」の中心地にしようとする構想もあわせて指摘されて

いた」と紹介している。私は「劃定之問題」が築港の構

想、を述べているとは考えないが，石塚， 1971は諸論文の

中でも，最も正確に「劃定之問題Jの性格をとらえてい
ると言える。しかし，ここでも，この文書の表題である

「中央市区劃定」の概念およびその思想的背景について

は全く触れていなし、。

その他の，この時期の市区改正の発端についてふれた

著作・論文(例えば稲垣栄三， 1959;伊藤ていじ， 1960 

;柴田徳衛， 1967など)18)は，これ等が主として依拠し

ていると思われる「市区改正事業誌(1919)J (以下，
資料一8)が「劃定之問題」にふれず，その諮問にとも

なって設けられた市区取調局についてのみ述べているこ

とを反映してか「劃定之問題」に全く言及していない。

3.市区縮小論としての「中央市区劃定」

「輩ij定之問題」の中心課題は「中央市区」と呼ぶべき
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範囲を確定し，市区改良の対象とする区域をこの範囲に

縮小しようということであり，その理由は，当時の十五

区は広潤にすぎるということと所要事業量を縮小する必

要があるという 2点であったと考えられるo このことを

論証するため，第1節で全文引用したが「劃定之問題」

の構成と内容について正確にみておこう。

3-1 r劃定之問題」の構成と内容
全体として「劃定之問題jは六つの部分からなりたっ

ている。まず最初の部分は東京市区の現状を述べた部分

である。ここでは「現時十五区ノ地広表二里街衝一千三

百五十二ニ、ンテ頗ル市区広潤ニ過タリ(傍点引用者。以

下本項は同じ)Jと述べていることが注目される。さら
に，火災，衛生上の問題がいずれも板屋・裏!古からおこ

っていることを指摘した上で「只其責ヲ板屋ニ帰スルハ

抑モ宋ナリJr只其責ヲ裏后ニ帰スルノ、抑モ亦末ナリ」
即ちただ板屋・裏宿がわるいと言っているだけでは駄目

だと述べている。

第二の部分では，これらの状況の原因が「全ク府下十

五区ノ制未タ其宜キニ適セスシテ貧富雑居シ家屋定度ナ

キ」にあるとしているが，ここで貧富雑居を問題として

あげている点は後に述べる貧富分離論との関係で注目さ

れる。そして， r中央市区」を「劃定」し「今日ノ施政
将来ノ規模19)ト合一ヲ期ス」ようにすれば「無慮千百」

のことが「漸ヲ以テ改革」できるようになるとしてい

る。要するに市区改良をおこなうべき「中央市区」の範

囲を定め， r将来ノ規模J(即ち計画)にあわせて施政
を進めてゆけば，多くの事が次第に改良されてゆくとい

う考えである。

第三の部分では r改革スヘキモノ」として数十項目
にわたって列挙している。これ等は当時考えられていた

市区改良(都市計画)の内容として極めて興味深いので

次節で詳しく検討する。

第四の部分は，このような改良を行なうことによって

「豪商轄犠ノ所」となる筈の「中央市区」の様子をイメ

ージ豊かに措きだした部分である。前述の様に草案の中

の築港に関する具体的措写の部分が印刷文書では削除さ

れているのに「中央市区」については残っていることは

留意すべきであろう。ここで「地価亦随テ騰貴シJr鏡
乎タル層榛林立Jr板屋嫡庫ハ其影ヲ留メスJなどと叙
述しているのが注目される。

第五の部分は築港に係わる部分で「只管市区ノ縮小ニ

ノミ注目Jすること無く，其繁盛を企図することが必要
で，それには「東京湾ヲ開キ以テ互市場ヲ此ニ設クル」

ことが良いと述べている。

第六の部分は「中央市区及新港ノ位置ヲ定ル」ことを

論じこの両者が大いに関係あるとして「乙(築港)ノ

位置先ツ一定セサレハ甲(中央市区)ノ位置ヲ定ノレニ由

ナシ」と述べている。これが「築港は市街地改造の前

提」というのが「劃定之問題Jの考えだとする論拠にな
っているが， この文章には「ト難トモ」とL、ぅ接続詞が

続き，更に仮に築港の位置を想定して「中央市区」の位

置をオルタナティヴの形で示し意見を求めているのであ

るから r築港は市街地改造の前提J20) というようなこ
とでは無いことは明らかである。

以上要するに「劃定之問題jをありのままに読めば，

「広潤ニ過キJr貧富雑居シ家屋定度ナキ」状況の市区
の縮小劃定により「漸ヲ以テ改革スヘキ」ことが多くな

り，その結果「中央市区Jには板屋裏庖はなくなり「豪

商輯犠Jr窺乎タル層楼林立」し「全国ノ首府タルユ憐」
なくなると述べているのであり， r市区縮小論」にもと
づく市区の改良こそ中心的論点であるといえよう。 r築
港」は縮小した市区の「繁盛ヲ企図Jする方法， r中央
市区Jの位置を定めるのに係わり深い事項として取りあ

げられていると見るべきであろう。

3-2 r劃定之問題」に至る経緯の検討
起案者草案から印刷文書に至る過程で築港問題にかか

わる具体的内容が削除されたことは既に前節で指摘した

が，本項では草案以前の経緯から「劃定之問題Jの性格
を検討してみよう。従来「劃定之問題」あるいは松田道

之知事の考え方に影響をあたえた人物として田口卯吉を

あげ，特にその論説「船渠開設ノ議J(田口， 1879)あ
るいは「東京論J(田口， 1880)および，田口が主宰す
る東京経済雑誌社が「劃定之問題Jに対して述べた意見
書「謹テ御下問ニ答へ奉ル覚書」をあげている論文があ

る(都史紀要25;石塚， 1971)0 I船渠開設ノ議」が「輩ij
定之問題」の中で築港問題がふれられる要因をつくった

ことは有ったかもしれないし， r東京論」や東京経済雑
誌社の覚書が「劃定之問題」の論議のされ方に少なから

ぬ影響を与えたこと21)は否定出来ない。

しかし，ここでは「劃定之問題」に先だち，かっその

成立に深い係わりがあることが明らかな3つの資料をあ

げ検討を加えたい。 1つは松田知事の前任者楠本正隆か

ら松田知事に対する「事務引継演説書 (1879年12月12

日)J (資料一19に所収)であり 2番目は1880年1月
20日および21日付郵便報知新聞社説「東京市井之区画結

構J22)であり 3番目は松田知事自身が伊藤博文内務卿

にあてた「焼失跡家屋制限之儀ニ付伺 (1880年 2月16

日)J (資料←20にあり。資料一3，pp.607-609所収)

である。

楠本正隆は「演説書」中で「拙者在職中該都府ノ;為ニ

特ニ計画シ未タ遂ケサル所ノ三事幻}ヲ左ニ掲ヶ以テ取J会

ニ供セントス」と述べ，その2番目として次のように述

べている。

十五区ノ地ハ住民ニ比較スレハ土地頗ノレ広潤ニ過キ

加フルニ従前武家地町地錯雑ノ遺跡ヲ存シ街衡条直
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ナラス水運亦タ不便ナレハ漸次改良セサル可カラス

抑東京ノ地形タル大勢東西ノ二部ニ分レ其西部ハ所

謂山ノ手ニシテ岡陵起伏概ネ高燥ノ地タリ其東部ハ

所謂下タ町ニシテ浜海沿河概ネ低湿ノ地タリ山ノ手

ハ運輸不便ユシテ市塵ニ適セスト難トモ官舎学校病

院及ヒ貴族官員ノ邸宅別業等商頁ニ非ル者ノ居所ニ

適スヘグ深川及本所両区ハ土地極テ卑湿井泉浄カラ

スシテ住居ニ適セスト難トモ運輸至便ナルカ故ニ材

木薪炭瓦石等重量物貨ノ市場ユ適シ且倉廉ヲ置キ或

ハ製作所ヲ設グルニ最モ宜シキ地ト謂フへシ下タ町

ノ内日本橋区京橋区及神田区ノ東部浅草区ノ南部芝

区ノ北部ハ最モ市塵ニ適スルノ地ト謂フヘシ故ニ北

ハ浅草蔵前辺ニ溝渠ヲ開キ下谷ニ通シ南ハ芝新銭座

辺ニ開キ愛宕下ニ通シーハ以テ運輸ニ便ニシーハ以

テ市街ノ区域ヲ正シ是ヨリ以内ヲ内町トシ以外ヲ外

町トシ内町ハ地形ニ依リ向ホ溝渠ヲ開撃シテ縦横貫

通舟運ヲ至便ニシ巨商豪買ニ適当スル市麗ト為スヘ

ク旦町内緊要ノ市街ハ街燈ノ如キモ亦遍ク点シテ以

テ其便利ヲ関キ繁盛=致ササル可カラス此東京市街

改良ノ事業タル先ツ規模ヲ立テ其成功ヲ永遠ニ期セ

サル可カラス其事業タル内町外町ノ区域ヲ始トシ溝

渠開墾及ヒ変更道路新聞及ヒ変更水道ヲ達スヘキ地

瓦斯ヲ引クへキ地防災線ヲ設グヘキ処海岸ノ埋地埠

頭築造等ニシテ固ヨリ一朝一夕ニ計画スヘキニ非ス

ト量生トモ之ヲ予定セサルトキハ先ニ施行スル所或ハ

後ノ障害トナリ前後ノ事業方向甑断スルトキハ遂ニ

成功ノ;期ヲ得サルへ、ン故ニ現今ノ地図ニ拠り将来施

行スヘキ方向ヲ定メ将来ノ地図ヲ製シ政府ノ許可ヲ

得テ之ヲ前途ノ標準ト為サント欲シ義ニ委員ヲ命シ

之ニ着手スト雛トモ其事至難ニシテ未タ遂クル能ノ、

ス此規模ヲ予定スル市政上関如スヘカラサル者ト信

スルナリ

よく知られているように東京府が市区改正に対する取

り組みを始めたのは楠本正隆知事の時代であり， 1876年

12月に委員を設け調査を開始しているが，この「事務引

継演説書」は， ¥， 、わば引継時点におけるその総括であろ

う。この内容は簡単に要約すれば，①十五区の地は住民

に比して「土地頗ル広潤エ過キ」るとし，②十五区内を

地域区分して，それぞれについて地形・高燥低湿の別・

土地利用の適合性を指摘し，③日本橋，京橋，神田東

部，浅草南部，芝北部などの最も市塵に適する地域を溝

渠をつくることで「区域ヲ正シ是レヨリ以内ヲ内町ト

シJ，④内町において市街地改良を行なうべきであると
述べている。また，⑤「劃定之問題Jほど多様ではない
が，施行すべき諸事業を列挙している。最後に，⑥「計

画」の意義を「将来ノ地図J (計画図の意であろう)を

つくり「前途ノ標準Jとして「前後ノ事業方向髄麟Jを

なくすことにあると述べている。

この文書は前任者から松田知事への引継文書で、あり，

これが松田知事の市区改良問題へのとりくみの出発点に

なったことは論をまたないが，一読してわかるように，

その論旨の進め方に「劃定之問題」と強い共通性がある

といえよう。この演説書の「内町」は概念的にも，示さ

れた区域の範囲からも，松田知事の「中央市区」であ

り，広滴にすぎる十五区の中に溝渠を設けて「内町」の

区域を正し，各種事業を進めるということは「中央市区

劃定」に他ならないといえよう。なお，この文書で築港

問題は「海岸ノ;埋地埠頭築造」という形で他の事業と並

列的にしか扱われていない。

第2にあげた，郵便報知新聞の「東京市井之区画結

構」については r劃定之問題」が公表された直後の11
月5日付同紙社説「東京中央市区ノ改正ヲ論ス」が「童話l
定之問題」の主意にふれ「抑モコノ問題タル余輩ノ夙ト

ニ発論スル所ニシテ本年一月廿日及ヒ廿一日ノ社説(即

チ二千八十八号ニシテ其問題ヲ東京市井之区劃結構ト

ス)ニ於テ意見ヲ開棟、ン世人エ諮問セル論題ナリ」と述

べているように，その趣旨において「劃定之問題」とほ

とんど同様であるばかりではなく， 所々 に「言語]定之問

題」と酷似した文章表現さえ出て来るのである。

まず「市井之区画結構」の論旨の概要を紹介しよう。

この社説では，まず①東京を「日本ノ首府タラシムル」

ためには「東京市井ノ区画及ヒ結構」を現在のままにし
プ冒ペルシ

ておいてはいけないことを述べ，②徳川時代に「中央市
チイ

区ト称スヘキ場所」が拡大し「今日ノ如キ広潤ナノレ市

区」になったのは問題だとし，したがって，③「市井ノ

区画結構ヲ改革スベキ所以」を論ずるにあたって「市区

J縮小スルノー事(傍点原文)Jを強調したいと述べて
いる。そして，現在の市区の問題点として火災をとりあ

げ，その原因をさぐり，⑤「市区ノ広潤ニシテ種々ノ家

屋市内ニ莱布シ貧人ノ|酒屋ハ富人ノ高倭ト接シ賀人ノ商

庖ハ官吏ノ住宅ニ鄭シ千状万態名状ス可ラサルノ混雑ヲ

市区ニ現シタルヲ以テナリ」とのベ，再び「市井ヲ縮小

スノレヲ以テ市井ノi結構ヲ改正スルノ第一段(傍点原文)J

と述べている。次いで，⑥「市井ヲ縮小シテ中央市区ノ

経界ヲ立ツルノー事」は容易に出来ることでないとして

も「方按」なしに時に応じ様々な事業を進めてゆくと

「市区ノ改正セサル可ラサルノ日ニ達セハコノ一時ヲ凌

キタル物件ハ皆永遠ノ障害トナルヤ必セリ」とし，三度

「中央市区ヲ縮小スルヲ以テ方按ノ根基トナシ之ヲ縮小

スルニハ斯グノ;如グセサノレ可ラスト先ツ其規模ヲ定メ

(傍点原文)Jる必要があると述べている。これは「方
按Jr規模J即ち計画あるいは将来像の重要性をといて
いるのであるが，これにつづく「今日ノ市政モ亦将来ノ

規模ト相合一スルノ方法ニ拠リテ施行セザル可ラズ」と

計画が行政の規範となるべきことを述べた部分は「劃定
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之問題」に「是故ニ中央市区ヲ ~J定スルノ目的ヲ立今日

ノ施政将来ノ規模ト合一ヲ期スレハ」と書かれているの

と論旨，文章表現とも極めて類似性が高い。

1月21日付の部分では，⑦「中央市区ノ経界ヲ設ケテ

コ、ニ建築スベキ家屋ノ制度ヲ定メ」ることの影響を検

討し， 1市井ノ区画結構給改正ノ緒ニ就キ中央市区ノ地
価非常ニ騰貴シ旦ツ家屋建築ニ制規ヲ設ケ道路橋梁等ノ

体裁ーニ中央市区タルノ合格ヲ備フノレニ至ラバ貧婁ノ小

民ハ固ヨリ中央市区ョリ退転スノレニ至ラン」と，これが

貧民遂い出しにつながることを予想しながらも，或いは

「欧米都府ノ風ニ倣ヒ四階五階ノ高楼ヲ構エテ多数ノ市

民ヲ容ノレル」ことになるかもしれないし 1全ク商庖市
レジデンス

場ノ占ル所ト為リテ富豪ノ人ト難モ其住屋ハ市区内ニ営

マズシテ市区外ノ便地ヲ択フ」かもしれないなどと述べ

ている。そして最後に，⑧市区縮小によって，各人の往

来の便がよくなり施政上も，警察，郵便電信の費用の節

減が期待できると述べている。

この郵便報知新聞の社説が東京府の方針にどれだけ影

響を与えたかを論証することは困難であるが 1劃定之
問題」公表後，広く新聞広告をして意見を求め，関連記

事のある新開雑誌を購入した24)程の東京府当局で、あるか

ら，当然この社説を限にし参考にしたと見るべきだろ

う。

さて第3の資料「焼失跡家屋制限之儀ニ付伺」は，提

出後内務省との聞に内容に関して若干のやりとりがあっ

た25)後 3月24日に時の内務卿松方正義より「書面伺之

通」という指令書が下付されている。この文書の中心点

は， 1879年12月26日の箔屋町大火で焼失した日本橋・京

橋両区の焼失跡について「現在ノ建物ト後来建築スヘキ

家屋種類ノ如何ヲ不問其屋ヲ葺クニ燃質物ヲ用フルコト

ヲ制UlI:Jするよう布達することの許可を伺い出ることで

あったが，その中で，このような制限が別途予定されて

いる火災予防事業との関連で行なわれるものであること

を指摘した上で，防火線内にのみ家屋の制限を行なうの

では資力なきものがその区域外に家屋を作るので効果が

薄いとし，恒久策にふれ次のように述べている。

是ニ於テ中央市区ノ経界ヲ改劃シ以テ後来ノ規模ヲ

予定シ一般家屋ノ制度ヲ設グルハ緊要ノ儀ト存候抑

モ東京ノ地ハ幕府経営ノ;後ヲウケ現時十五区内ノ町

数一千百七十九広表二塁ニ過タリ中ニ就テ堅牢家屋

モ亦齢ナカラスト難而モ板屋十ノ七八ニ居リ常々火

災ノ惨毒ヲ免カレサノレハ実ニ自然ノ勢ナリ今ニシテ

中央地区ヲ改縮スヘキ目的ヲ定メ火災予防事業等漸

ヲ以テ将来ノ規模ト合一ヲ期シ遂ニ一般家屋ノ制度

ヲ相立中度侯果シテ一般家屋ノ制度ヲ設クノレノ日ニ

当リ猶其制度ニ応スルノ資力ナキ者ハ自カラ中央市

区ヲ去テ他ノ冷檎ノ地ェツキ貧富代謝シ市井清粛ニ

帰スルハ当然ノ儀ト存候

要するに今回の制限は先ず両区の焼失跡、についておこ

なうが，将来は中央市区の改縮をおこない26)その全体に

家屋の制限を設けるつもりで，それによって「資力ナキ

者」が中央市区を去り寂れた士地にゆき「貧富代謝」が

おこるのは当然だとさえ述べている。この伺書は松田知

事自身によって内務卿に提出されたものであり，東京府

当事者としての松田知事の本当の考えであった事は疑い

がない。しかも上掲の部分の論旨は「劃定之問題」から

築港部分を除いたものと大筋において一致しており，

「中央市区劃定」が火災予防のための事業をおこなう範

囲および一般家屋制限をおこなう範囲を限定するという

観点から発想されて来たことを示している。又，その結

果「貧富代謝」分離がおこることを当然としているとい

う点から， 1中央市区劃j定」は貧富分離を当然、とする思
想的背景を持っていたことがわかるのである。

以上，前節で検討した「東京市区改劃之原由」から

「劃定之問題Jに至る添削の経緯，および本節で取上げ
た「劃定之問題」の詳細な内容とこれに先立つ3つの資

料の検討から「中央市区劃定」という言葉の意味するも

の，従って「劃定之問題」の中心的課題は，市区改良事

業および家屋制限の範囲を限定するという意味での「市

区縮小論」であり， 1貧富分離論」をも背景にもつもの
であることが明らかになったと思う。築港が Ilij定之問
題Jの中に入って来た理由には，田口の論文(田口， 18 
79)などによって東京築港が注目されるようになったこ

とがあると思われ， 1880年初め以来の府庁内の市区改正

委員による調査でも，道路とあわせて築港関係の資料も

集められていた27)。しかし，知事就任直後に箔屋町大火

(10，600余戸焼失)を経験した松田道之知事にとっては

依然として火災予防を中心とした市区改良が中心課題と

して意識されていたものと考えられる。

4 1劃定之問題」に示された改良事業の内容

「劃定之問題」の中には中央市区を劃定し 1今日ノ
施政将来ノ規模ト合一ヲ期スレパJ，改良事業として進

めてゆくべきものは「無慮、千百」もあり「一々枚挙スヘ

カラス」としながらも，其梗概として実に多数の事業を

列記しており，紙数の 5分の 1をこれに費している。当

時市区の改良として何が考えられていたのかを知る資料

として興味深いので検討してみよう。

これらは大別すると次の6つになる。

⑦ 100位置ノ事」という書き方であげている公的建築
物等の配置。公的建築物等としては，諸官街，府庁，警

察署，郵便局，小中学校，病院等11種類があげられ，町

会所，博覧会の様なものも入っている。当時なお大名屋
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敷を上地して諸施設にあてており，中央官庁集中も論じ

られている時期でもあり，これ等施設の配置計画が問題

となったものであろう。

④街路・河川・橋梁・ガス・水道の計画。いわゆる都市

基盤施設の計画である。

⑫火災予防，家作制限，火災保険区28)などの防災関係。

@海岸埋立埠頭築造。これは極めて簡単にこれだけ書い

てある。楠本前知事引継文書の表現と同様である。

②「人民ノ職業ニ就テハ」としておの業種業態をあげ，

「何レモ位置ノ制ヲ設クヘキ者ナリ」としている。公共

的建築物等については前述の様に「…位置ノ事」とあり

配置計画と見られるが，ここで 1位置ノ制」と書いて
いるのは，これらは民間の施設であるので規制的手法を

もって扱うということであろう。その制が地域制的なも

のを想定していたのか，各筒に営業許可的に扱うことを

考えていたのかはわからない。挙げられている28の「人

民ノ職業Jで，最も多いのが製造所・貯蔵所の類で16あ
る。 1蒸気機械ヲ設置セノレ製造所J1繍ヲ設置セル諸工
場」の2つは設置機械を， 1金属分析所JI鍛冶及銘鉱所」
は工程を，その他の12は「摺附木製造及貯蔵所J1亜爾
格爾製造及貯蔵所」のように製品の種類をあげている。

いずれも製品・工程に災害の危険が伴なうものである。

つづく「藁及株草置場」等4種は，火災延焼を防ぐとい

う意味から，魚鳥・青物の両市場，諸車置場， f昔馬場は
ニューサンスの問題から，諸見世物，演劇場等は風俗取

締的意味から「位置ノ制」の必要が考えられたものであ

ろう。地域地区制が考えられる時に規制対象となるべき

建物用途・土地利用のほとんどが列記されている29)。

@最後に.1而シテ物品入市ノ税ヲ徴シ」と必要財源調
達の方法にふれている。これは後に芳川顕正が「市区改

正及築港ニ関シ入府税ヲ興スノ儀30)Jの上申をおこなっ
たことにつながる発想である。なお，起案者草案には

「街路変更及新道開設ノ事」の次に「道路ノ制ヲ立官民

費区別ノ事」という一項があった。これはおそらく，道

路の開設・整備・維持補修の費用負担の問題と思われる

が，何故か添削で削除されてしまっている。

この様に見て来ると，ここに取りあげられている事項

は，都市計画で対象とさるべき事業，行政施策のほとん

どを含んでおり，現在からみても公園緑地・下水道など

が欠けている程度で，この当時には極めて広汎な事項が

市区改良の事業として考えられていた事を知ることが出

来る。

5. ["劃定之問題」をめぐる論議と事実

前述のように，東京府は「劃定之問題」を府会議員に

頒布した後，各官庁，諸国体・会社に送付して意見を求

め，更に次のような新聞広告までして広く意見を求め

た。["今般府庁ニ於テ仮ニ東京中央市区略図ヲ裁シ併セ

テ其問題ヲ頒布ス{震Z軒関)右ハ畢克世論ヲ喚起セ
ンカ為メ其問題ヲ付スルニ過スト難而モ真個計画ノ正鵠

ヲ達セントスルニハ現今ノ地勢ニ拘ハラス更ニ其目的ヲ

遠大ニ及サ、ルヲ得ス是以テ府庁ニ臨時取調局ヲ設テ府

下ノ識者若干ト当府吏員トヲ以テ委員トシ専ハラ調査ニ

従事ス凡ソ此挙ニ関シ所見アノレ者ノ、自カラ此局ニ来リテ

其所見ヲ披陳シ又ハ書ヲ以テ送付アランコトヲ望ム此旨

広告ス 明治十三年十一月九日 東京府市区取調委員

局3DJこの様に広く意見を求めることが当初から府当局
者の考えであったことは 5月21日草案の起案文書から

も知られる。

さて，それでは府会議員および諸団体，更には広く一

般から32)の意見がどれだけ集まったかということになる

と，府側jの資料の中には東京地学協会の意見書が一通あ

るだけである。しかし，この他にも東京経済雑誌、社が覚

書を11月10日付で提出している事実があるので，何通か

の意見書は集まったが，これが残されていないという事

ではないだろうか。又，前述の関連記事のある新聞雑誌

買上げも何々が新しく買上げられ，何々が従前から購入

されていたかなどは不明である。

ここで、は，当時の幾つかの新開雑誌、33)にのった社説・

論説・寄稿の中から「劃定之問題J1築港J1防災問題」
にかかわるものを集めて当時の論議の流れを検討すると

ともに，府当局のおこなった施策，府議会の論議等につ

いても検討してみた。期間は1880年11月から，おおよそ

1881年6月までである。

5-11880年末までの論議

1880年(明治13年)末までの新聞雑誌の論説等には，

表 1に示したようなものがある。この中で重要と思わ

れる幾っかについて内容を簡単に紹介しておこう。

まず第1にあげておかなければならないのは郵便報知

新聞の11月5日 6日付社説「東京中央市区ノ改正ヲ論

ス」である。前に述べたように同紙は周年1月に社説

「東京市井之区画結構」を発表し， 1市区縮小J1中央
市区ノ経界ヲ定メココニ建築スベキ家屋ノ制度ヲ設ヶ」

ることを主張したことがあり， 11月の社説でも，この論

題は「夙トニ発論スル所」と先見の明を誇った上で，新

しく中央市区改正の問題と関係づけて出された築港問題

に関心の重点を移すのである。即ち，従来から東京に新

港を築く論は多く，自分も意見があったと述べた上，

「余輩ハ此問題ニ付テハ唯運輸上ノ便否ト貿易上ノ利害

ト又従テ府ノ盛衰トニ就テ考察シタルコトニシテ固ヨリ

中央市区改正ノ問題トハ相関セサルノ論案ナリシガ今之

ヲ加へテ市区改正ノー論件トナスモ亦可ナリ故ニ余輩ハ

本論ニ就キ又築港ノ事ニ論弁セント欲スルナリ」とし，

6日付では専ら築港論を展開するのである。そして「東

京ヲシテ全国ノ首府タル地位ヲ保タシメント欲セハ又之
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表-1 r劃定之問題」をめぐる論説(1880年末まで)

題 名 掲載誌紙 備 考

東京府通常会閉会 朝野新聞 1880年11月4日 報道記事に近い

内容別記東京中央市区ノ改正ヲ論ス

品海築港ノ:事ヲ論ス

中央市区ノ論(楽石老人)

郵便報知新聞 11月5日 6日

東海経済新報9号 11月15日

東京経済雑誌44号 11月15日

内容別記

江東地区を中央市区に

謹テ御下問ニ答へ奉ル覚書

東京湾埋立ノ方案(丸山名政)

向上 45号 11月25日 11月10日付内容別記

東京日日新聞 11月27日 民間会社に埋立をさせよ

考案は専門家に委任せよ

江右を工業，江左を商業に

東京湾築港立案委員ヲ速カニ撰任ス
ベキノ議 郵便報知新聞 11月30日

東京市区論(無可有生)

東京地学協会回答書

東京経済雑誌46号 12月5日

資料一17所収 12月8日決定 1881年1月に提出，内容別記

ヲシテ全国商業ノ中心タラシムルノ実ナカル可ラズ(傍

点原文)Jとし「則東京ニ新港ヲ開タノ一事ハ則東京ニ
商業ノ中心タル実ヲ与フルモノニシテ寧戸市区劃j定ノ基

礎ト云フ可シ」と結論づけ，中央市区の限界を定めたら

「東京湾ヲ開キ埠頭船渠ノ地位等ヲ定メテ直ユ先ツ其工

事ニ就グヲ以テ着手ノ初歩トナサ、ル可ラズ」と主張す

る。同じ新聞の 1月の社説と比較してのこの様な論調の

変化の背景には東京築港に関する一般的関心のたかまり

があると思われ，それには田口卯吉の「東京論」等の影

響が大きかったと思われる。 34)

東海経済新報9号の「品海築港ノ:事ヲ論ス」は「東京

中央市区劃定ノ議案世上ニ顕ハレテヨリ品海築港ノ論復

タ筆端舌頭ニ震然タリ」と，社会が「劃定之問題」を主

に築港問題として受とめた状況を述べ，更に築港論が新

しい論題でないことを「同業経済雑誌記者」の「東京

論Jをあげて示し，築港の必要性をロンドン・リパプー
ルと比較しつつ検討し，品川が港として好位置にありな

がら「隆盛ヲ見ル能ハザノレハ職トシテ此良港築造ノ挙ヲ

欠キシニ由ルナリ然ラパ則今日此議案ノ出ルニ当テ安ン

ゾ之ヲ賛成セザルヲ得ンヤ」と結論づけている。

東京築港を早くから主張していた田口卯吉の主宰する

東京経済雑誌社の「謹テ御下関ニ答へ奉ノレ覚書J35)では

①「旧郭内ト申ス地ヲ以テ市街トナサレ度義Jの検討を
希望し，更に，②「船渠御開設ノ義ハ東京ヲ以テ繁昌ノ

都会トナスノ最大急務Jとし， r速ニ御施行ノ:御方案ヲ
廻ラサレタク候Jと述べている。前者はこの後，間口が
しばしばくり返す主張で36】 r東京域郭頼むに足らず」
(田口， 1884a)で全面的に展開するが，一種の「市区縮

小論」である。第2の築港に関しては，築港必要論は改

めて繰り返さず，実行あるのみという姿勢で，船渠の形

について技術的水理的に意見を述べるとともに，船渠関

設は民間に行なわせるべきだとの持論を述べている。ま

た，市区改良の具体的内容の内「瓦斯ノ線路ヨリ貸座敷

ニ至ルマテ区画ヲ御制定ノ義」について「旧立ノモノ」

については「近傍住民ノ苦情黙止シ難キニ至ルマデ」そ

のままにしてほしいと述べているのは， r位置ノ制」即
ち土地利用規制における既存不適合の扱いについてであ

り，この時期に既にこのような主張が経済人の側から出

ていることには興味をひかれる。

なお，唯一，東京府側の記録に残っている東京地学協

会の回答書は，築港については簡単に「実行ス可キ事タ

ルコト」と述べ，中央市区改正については「現在市街ヲ

成スノ地ハ別ニ改正ヲ要セス」として，新たに郭内の平

地を市街地にすることを提起している。

この様に1880年中， J'lPち「劃定之問題」に直接答える

形での意見は，全体として見れば築港問題に注目し，そ

の推進を主張したものが多かった。

東京府は11月9日に中央市区改正につき「要スル諸々

ノ取調ノ為メ」庁内に「東京市区取調委員局J37)を設け

府吏員数名38)を任命し，更に民間より 10名39)の「識者」

を委員として加えて調査審議をはじめた。この年の12月

に開かれた市区改正取調委員第1回総会胡}では「市区改

良及新港築造ノ大体」について意見の一致を見たが「中

央市区劃定」については「衆議之ヲ非トシJr中央区ヲ
劃定スルカ如キハ規模局促タルカ故円市区全体ノ改良

ヲ計ルヘキニ決シJたといい，また「市区改良ノ事」は
「新港築造ノ位置等エ関係スノレモノナレハ，先ツ築港ノ

計画ヲ定メ而後市区ニ及スヲ以テ順序トス」と決めたと

いう41l。この様に1880年末には「中央市区劃定」は一旦

否定され，築港が第1課題として取りあげられ，市区改

良は二義的なものとされたのである。この様な成行き

は，本項で見たような一般的論調と，委員の顔ぶれ42)か
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ら見て当然の結果で、あったかもしれない。 路更正と 3新河川の開撃(事業費1881年中に 186，731円

5-2，続発した大火と市区縮小論 余45)) など広汎なものであった。事業費としても合計23

「劃定之問題」をめぐる1880年末の論議は築港第1の 万8千円余におよび，前年府会が府債発行を認めなかっ

論調に傾き，行政的にも市区縮小論としての中央市区劃 た火災予防事業費22万円を上まわる額となった。又，

定は否定し去られたかに見えた。 r防火路線並ニ屋上制限規則」は，日本橋・京橋・神田
しかし， 1881年になると事態は一変する。その原因は の主要部分に22の防火路線を定め，これに沿う建物を煉

1880年暮から1881年にかけて東京で大火が続発したこと 化石造・石造・土蔵造(三構造)にさせること，都心4

である。即ち， 1880年12月30日の神田鍛治町大火(2，188 区(日本橋・京橋・神田・麹町)の全ての建物(庇・物

戸)1881年1月26日の神田松枝町大火(10，637戸)，同 置・雪隠を含む)46)の屋根を不燃化させるというもの

年2月11日の神間柳町大火 (7，751戸入 2月21日の四谷 で，後に見るように，これこそ「中央市区劃定」に他な

箪笥町大火(1，499戸)と続き必)，このことによって" らないといわれた強い対策で、あった。

東京にとって火災予防が一刻もゆるがせに出来ぬ緊急事 新聞雑誌の論調も一変して，築港論は影をひそめ火災

であることが改めて広く認識されたので、あった。 予防あるいは火災予防のための市区改正が論議の中心に

東京府がとった対策は，応急的対策を除いても，火災 なる。これ等を一覧表にしたのが表-2である。

予防と衛生の観点からの神田橋本町全面買上げスラムク この中の幾つかの内容を紹介し検討してみよう。

リアランス44) (1月29日決定，買収費51，464円余)， 東京横浜毎日新聞の「東京之大火」および「火災予防

「防火路線並ニ屋上制限規則(警視庁東京府甲第27号布 策」は，まず東京の大火は「東京府民ガ此災害ヲ助タル

達)Jの公布 (2月25日)，焼失跡の15路線におよぶ道 者」であるとし，それは，借家所有人は「三年一火ハ東

表-2 I劃定之問題」をめぐる論説(1881年前半期)

論 題

東京火災ノ患害及ピ予防法

東京ノ火災 附中央市区改正ヲ決行
スベキ論

東京之大火

火災予防策

一月廿六日ノ大火

東京ノ火災

東京ノ大火

二月十一日ノ火災

東京ノ新都(波多野承五郎)

東京ノ景況

掲載誌紙

東京曙新聞 1881年1月28日

郵便報知新聞 v 

東京横浜毎日新聞 v 

1/ 1月29日 2月2日

扶桑新誌 145号 2月1日

近事評論 301号 2月3日

東京日日新聞 2月14日

近事評論 304号 2月18日

郵便報知新聞 2月18日

東京曙新開 2月24日

備 考

堅牢家屋の防火路線を主張

内容別記

1/ 

1/ 

羅災街区より道路拡幅・家屋制限を

火災予防事業を断行せよ

道路・家屋・消防の制をつくれ

道路改正・家屋ノ制・消防ノ法を

新都をつくる気でやれ

火事と貧民の悪循環について

火災予防論(田口卯吉)

東京防火線施設ノ断行

東京防火線路

東京経済雑誌54-56号 2月25日-1内容別記

扶桑新誌 15号 3月1日 |家屋制限の遡及に反対

東京区部会議案第三号及第四号

東京防火線路論

東京市街防火線

東京日日新聞 3月3・4日

東京曙新聞 3月4日

郵便報知新聞 3月5日

東京横浜毎日新聞 3月8日

東京区画改正論(波多野承五郎郵便報知新聞 3月10・18日

読東京日々新聞(夏目 厚 Iì~ä浮叢談 27号 3月31日

市区改正之義ニ付東京府知事へ建議|東京経済雑誌 65号 6月15日
スルノ議(平野富三

防火線路を増し屋上昔話j限をせばめよ

防火路線ぞいの税の減免について

内容別記

防火路線制限を守るは市民の義務

内容別記

新開地・新施設が市街の盛衰に影響

本文日付には4月とあり
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京ノ常ナリトシ火災ハ予テノ覚悟ナリ」と考え，借家人

は「火災ヲ怖ノレ、ョリハ寧ロ之ヲ愛スル者少」くないか

らだと述べている47)。そして， この様な「無情ナノレ借家

人借家所有人」が繁華都城の中央に居住していてはどう

にもならないので「東京市区ヲ定メ家屋建築ニ制限ヲ立

ツル」ことが必要で、あることを主張している。そして，

従来の火災予防策が「席上ノ論」にとどまって実施され

ないのは其方法が過大だからだとし 「劃定之問題」も

「市区ノ改正ノミスラモ之ヲ一時ニ挙行スルハ府民ノ使

否ニ取テ一大関係ヲ有スル者ナルニ尚ホ之レニ汀湾築港

ノ事業ヲ併挙セント」するのだから過大で「一時座j二ノ

論ト化スル」おそれがあると批判し，現実的な案として

「繁華ノ市街ノミJに限って街区の「路幅ノ改正」と，
家屋は塗屋とし「勝手口下屋物置ノ類ニモ多少ノ制限ヲ

置キ其屋根ヲ瓦ニシテ其壁ヲ土ニセシメ」る家屋制限を

主張する。そして，その範囲としては「日本橋京橋神回

全区ヲ以テ中央市区ト定ムル」といわれる府知事の考え

に対し， I貧民賎夫ノ東京ノ中央ニ雑居スルハ市街ノ平
和ヲ保護スルユ害アル」としながらも，これら三区内の

「辺僻ノ市街ヲ以テ貧民割拠ノ地トスル者ナラパ之ヲ許

スモ中央市区ェ害ナキナリ 48)Jと，更に中央市区の限定
を主張する。

また郵便報知新聞の「東京ノ火災，附中央市区改正ヲ

決行スベキ論」は，同紙が「劃定之問題」公表直後には

築港論に傾いて，埠頭及び船渠築造工事もって「着手ノ

初歩」とせよと主張したのに反し， I直チニ市区改正二
着手スノレモ猶ホ其遅キヲ憾ルナリ(傍点原文)Jとし，

「現今ノ市区ヲ縮小シ中央市区ヲ開キ以テ火災予防ノ基

ヲ建テサル可ラズ」と市区縮小論を再び主張するのであ

る。

このように，一旦消えかけた市区縮小論，貧富都部分

離論が再び火災予防事業の前提として重視され，火災予

防策として道路・河川の改正，防火路線の築造，家作制

限も支持されることになる。これを背景に松田道之知事

は就任以来企図しながら果せなかった課題を次々に実施

に移したのて、ある。市区取調委員局において築港問題に

関する調査は続けられるが，築港が市区改正の前提と

か，埠頭船渠の工事を着手の第ーにという主張はもはや

問題とならなかった。これは決して松田知事の本意に反

するものでは無く，もともと火災予防の市区改正こそ

「中央市区劃定Jの中心的課題であり，当時の新聞雑誌
もそう見るようになったので、ある。

3月5日の郵便報知新聞社説「東京防火線路論」は

「防火線家屋制限」は「其精神ノ何辺ニアルニ拘ハラス

東京ノ本都ヲ確定スノレノ基本」であるとし，その理由と

して， 22の防火路線内は三構造の制限により「壮麗ノ美

屋ヲ整列シJI苔ヵ東京中央市区タノレニ恥チザルノ所」
になり，また家屋制限区内は「必ズシモ壮麗ノ美屋ヲ新

築スルニ至ラサノレモ庇物置雪隠等ニ至ル迄此制限ニ従ノ、

サル可ラサルヲ以テ白ラ庖賃借家料ノ騰貴ヲ生シ49)窮巷

ノ饗者ト裏庖ノ貧人トハ多クハ居ヲ区外ニ移シ梢ヤ資産

ヲ有スル者ニアラサレハ此区内ニ居住スル能ハサルニ至

リ漸ク区ノ内外ヲ以テ貧富都部ノ分界ヲ生シ(中略)識

ラス知ラス東京ノ本都ハ此区ニ勃起スルニ至ラン」とみ

ている。なお，同様の見方を家屋制限外の区の区長がと

っていたことが同紙3月12日記事による浅草区長の発言

から知られる。これによると同区長は下谷区長と協議の

上，防火路線と屋上制限により 4区は「中等以下の者に

は棲息し能はざるゆゑ自然富有の者のみの住地jとなる

から，浅草でも家屋をなるべく堅牢にし「身元の薄き

者」が庖借りでも住居しないようにしたいという趣旨の

話を区内地主を集めて諭達したという。

このような防火路線，四区家屋制限およびその背後に

あると見られる「市区縮小論JI貧富分離論」に対して

批判的見解もあった。田口卯吉(1881)は，東京の火災

の原因を板屋と貧人に求める一般的見解に賛成しつつ

も， I現時輿論の注目する」火災予防法として「火災予

防線を定め塀塘を立て列ねて以て火災の蔓延を防ぐ」

「中央市区を定め貧富処を異にして住居せしむJI貸倉
を以て市街を横断」するの 3つをあげ，いずれにも同意

出来ないとしている。しかし，貧富分離論に同意しない

理由は「抑も社会の組織たる貧富相寄るを以て両者の使

と為す」といい，また，京橋以南煉化地区に人が住みた

がらないのは「其辺貧人なくして日用に不便なるに拠

る」ということであるから都市計画論としてのものでは

なく，又，正論ともいい難い。他方田口 (1881)が提案

する火災予防法は I一縦一町ごとに往来を通する
事。二此往来の路幅は十聞と為す事。三横三十間毎

に往来を通する事。四 此往来の路幅は十聞と六間とに

し交互に配置する事」であり，こうすれば「住地減して

地価愈よ高貴となる」ので「地代を払はざる空中に借家

を建て」る傾向を生じ，適当に誘導すれば「東京に於て

三階以上の煉化家屋を建設し之を以て営業するものあ

る加ことを信ずるなり」と述べ，簡単な計算をしてみせ

ている511。そして，三・四・五階を借家にあて貧人を住

まわせるべきだというのである。彼の主張する火災予防

法は，彼が批判している「中央市区を定め貧富処を異に

して住居せしむ」る論とどこが違うであろうか。確かに

橋本町買上げを決めた1月29日の東京府十五区共有財産

処分会52)では，どぎつく荒っぽい貧窮民遂出し論が語ら

れる中で，田口は橋本町の貧窮民の立場で発言した殆ん

ど唯一の議員であった問。しかし，松田知事の進めよう

としていた事は，結果として貧人が中央市区に住めなく

なる事を率直に認めているものの，考え方としては「中

央市区」を劃定し，ここに改良(道路更正等)を加え家

屋制限(田口の火災予防法で考えるものと大差なし、)を
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行なうということである。田口(1881)がこれと呉なる

所は，住地減じ地価騰貴する中で，貧人は結局遂い出さ

れる事になる事を認めず，彼等は裏長屋に住むかわりに

「多く窓を穿ち広く入口を開」き「空気を暢通せしめ」

「日光を射入せしめ」た煉化石造の高屋の三・四・五階

に，さしたる家賃負担の増加なしに，住むことが出来る

と誤解していることである。田口は後にこの議論をより

丁寧に論ずる(田口， 1885 a)が，それでもなおこの主

張を論証することにはならなし、。

むチ波多野承五郎54) (1881 b)は「家屋制限区内ハ東京ノ
ープロパア

本 都ナリ防火線路内ハ中央ノ市区ナリ区画改正lノ基本

ハ既ニ甲第廿七号ノ布達ヲ以テ定マリ本都新築ノ精神ハ

正ニ九条ノ法制ニ備レリ」として，東京府の「防火路線

並ニ屋上制限規則」が「中央市区劃j定」に他ならないこ

とを認めながら， i貧富都部分離」し「中央市区ヨリ放
遂、ン去ノレ」ことには反対している。しかし， これは都市

計画論としてのものではなく i都面目錯雑貧富混合ノ
制」のおかげで貧人は富豪の恩恵・余沢・救悩で生活出

来ているのに，この制を破り貧人を郊外に遂えば「無数

ノ橋本町ヲ興起」することとなり，遂にはそれが「虚無

党共同党」の大害をまねくに至り[貧富雑居ノ火災延

焼ヲ媒スノレ」より大問題であるという観点からのもので

ある。

以上要するに， 1881年前半期は大火を契機に火災予防

事業が促進され，実施された「防火路線並ニ屋上制限規

則」は「中央市区劃定」の実現そのものと看倣され，新

聞雑誌の論調も府議会の論議もこれを支持し，若干の反

対論も具体的内容に反対というより理念的に異見を述べ

たに過ぎなかった。ただ，楠本正隆「演説書J(資料
19所収)以来くりかえし強調されて来た「今日ノ施政将

来ノ規模ト合一ヲ期スル」ために「計画」を定めること

については，防火路線の計画決定を除いて後に残された

のである。

6.その後の市区縮小論

火災予防事業， i中央市区劃定」の推進者であった松
田道之知事はその後病気にかかり， 1882年7月在職のま

ま病E交した55)。後任には芳川顕正が就任し，引続き市区
改正，水道事業，築港等について調査を進め， 1884年11

月に有名な「東京市区改正意見書J56)(以下，芝川意見書

又は単に意見書と略記)がまとめられ，内務卿山県有朋

に上申され，東京市区改正が公式にその緒につくのであ

る。従来，芳川はこの意見書の中で「中央市区劃定」を

否定したとされている。事実，次節で詳述するように，

文章の上では「中央市区ヲ劃定スルコトヲ止メ」と明確

に述べている。しかし，ここで否定しているのが如何な

る意味での「中央市区劃定」で、あったか検討する必要が

あろう。その前に，本節ではこの時期(1884年の後半か

ら1885年末)における幾つかの市区縮小論について見て

おきたし、。なお，この時期の新聞雑誌，議会等における

論議の全面的検討は行なっていないので，これは別の機

会にゆずりたい。

まず，田口卯吉の主張を見ておこう，田口は熱心な築

港論者として知られ(田口， 1879;同1880)，この時期

にも築港関係の論文もない事はない57)。しかし，一方で

田口は熱心な市区縮小・高度化論者でもあった。即ち，

田口 (1884a)は，東京市街の状況は一都会の形をなし

ていないとし「現時の如く膨脹せる形状にては道路，溝

渠，警察，消防等の地方費巨額を要するのみならず，人

民往来の費亦た大Jであると，市区の縮小改正の必要性
を強調した上で，東京の「城郭漣渠」の如きは，今日に

至りては「些事も益なきもの」であるので，これを「廃

止して人民の居住するを許さるるに於ては，現に遠く牛

込，本郷，四ツ谷，赤阪等に住する官吏，僧侶，職人の

類は漸く此地に群集すべし，従ひて商人の如きも此地に

集るべし。然、らば則ち東京の市街今日の如く広潤なるを

要せずして一所に短縮し，万事其内に決して便益の増進

するもの極めて多からん」と述べている。郭内の市街化

は， i区画を定めて市街を建設するを許る」せば，人民
が土地を買い国費を要することなく事業が進むとし，田

口の持論である個人・私企業の活用論を説いている。こ

の論旨は，前節で検討した東京経済雑誌社の覚書の趣旨

を受けついだものであり，この後，更に展開し補強され

る(回口， 1884 b)。芳川顕正の意見書発表後，東京経

済雑誌 246号 (12月27日)に掲載された論説「東京市区

改正J58)は，芳川意見書の要旨を紹介した上で，前に主

張した(田口， 1881) 4・5階建煉化造家屋の上階に貧

人を住まわせ貧富分離なしに市区縮小を行なう考えを再

び述べてはいるが，全体としては「吾輩は品川築港を根

本とせざる市区改正は望まざるなり」と築港論に重点を

おいた主張をおこなう，芳川意見書で築港が後まわしの

印象59)があることから，築港基本論を再度述べたもので

あろう。その後田口は 5・6階建の西洋式貸家の建設

計画を詳細に論ずる(田口， 1885 a )60)。 彼が推奨する

のは，道路拡幅で町区(街区の意)を縮小しそのー町区

に一家屋若くは二三家屋の煉化造西洋式貸家を民間資本

で作らせるという方法で，郭内市街地化61)とあわせ，田

口の市区縮小改正論としての持論であるが，芳川意見書

で「中央市区劃定」が否定された後も主張しつづけてい

るのである。

一方，この時期，医家・衛生家も公衆衛生・市区改正

を論ずるようになり，その中で強く市区縮小貧富分離論

を主張する者があった。大日本私立衛生会的理事で海軍

軍医総監にもなった高木兼寛は，その論文(高木， 1884)

の中で，裏家の建設(建設であって居住とは書いていな
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い)が「衣服ノ乾燥清潔Jr住所ノ乾燥清潔Jr純粋ノ空
気Jr清水Jr純良ナ食物」営業の環境，妻子幼童の環
境等々の衛生に必要な諸条件のいずれにとっても望まし

くない，と衛生上の欠点をあげ，更に疾病にかかること

多く医療費がかさみ r裏家ヨリ取揚ル処ノ金円アルモ
差シ此レヲ償ハサルヘシ」と経済上も損失であることを

述べている63)。そして対策としては，裏屋に居住する

「数十万ノ細民」が「遂ハスシテ自ラ退去スルノ法」と

して，特別の税を課するなどして市街内に居住すると出

費が嵩む様にすればよいとし r如此キ改良ヲ実行スノレ
ニハ素ヨリ今日ノ市区ヲ改正、ン所謂東京市街ヲ限局セサ

レハ能ハサル者ト信ス」と市区縮小の必要を述べるので

ある。その後，更に論旨を明確にし(高木， 1885) r余
ノ考案エテハ東京ノ市区ハ噴潤ニ過クルモノト思惟ス故

ニ之ヲ改正縮小シテ以テ衛生事務拡張ノ一助ニ供スルヲ

可トス」と，市区の縮小は衛生事務の改良・拡張の基本

だとまで述べている。そして， r市区ヲ縮小スノレニハ従
前ノ通リ平家ノ建築ニテハ迫モ行ハレサルベキニ依リ京

橋， 日本橋，神田等ノ如キ重モナノレ市区ニテハ平家ノ建

築ヲ禁シ二階三階若クハ四階造リトナスヲ要ス斯クスレ

ハ是レ迄ヨリモ多クノ人ヲ狭少ノ面積中へ容ル、コトヲ

得而、ンテ下等貧民ノ市内ノ住居ニ堪ヘサルモノハ皆去テ

田舎ニ赴クベキナリ jと具体的方策をのべている。又，

市区縮小により一般も「時間ト費用トヲ省クヲ得」これ

が「有要ノ資本」となり，一挙両得だなどと述べてい

る。

田口と高木の論旨は，①市区縮小により，道路・溝渠

の建設維持，公衆衛生に係わる事業費等を縮小出来る，

②一般の人々も交通等の冗費がはぶけ，これが資本にな

って市街改良に向う，③市街の建築は三・四・五階建て

にすべきであるなどの点で共通している。ただ，田口に

あっては貧人を煉化家屋の四・五階に住ませるべきで，

それが可能だとするのに対し，高木は貧人を「遂ノ、スシ

テ去ラシムノレ」ことが目的で，家屋の三・四・五階建化

はその目的を達する手法だと考えている点で根本的に相

異している。そして，西洋式高屋化貸家仙の効果に関し

ていえば高木の考えが事実に近いであろう。

同じく医家である松山棟庵65)は，芳川意見書が中央市

区劃定の考えを斥けた後に論文(松山， 1885)を発表し

ているが，極めて強い調子の「市区縮小・貧富分離論」

である。松山は口を極めて貧民を非難し r貧困ナルカや
為メニ不健康ナル職業ニ従事、ン以テ社会一般ノ不潔ヲ増

添スル者タリJ， r此大都会ヲシテ病魔ノ巣窟タラシム
ル者ハ下等人民ノ群集スノレニ在リJ， r下等人民ハ脅ニ
流行病ノ媒介者タルノミナラス之ヵ予防ヲ妨害スル者モ

亦此人物ユ在リ」などと述べる。要するに，何故貧民が

生じているのかを問わず，富者が富むのと無関係に好き

このんで、貧窮に陥り，富者に害を与えているかの様に論

ずるのである。そして結論的に「余ハ衛生ノ論点ョリ市

区改正ヲ先ニシテ築港ヲ後ニシ他日築港落成ノ上市場ノ

中枢トナルヘキ部分ヲ予撰シテ之ヲ東京ノ本地ト定メ先

ツ此部分内ョリ漸次ニ下等社会ヲ駆出スルヲ欲ス蓋シ其

方法ノ、敢テ論セス要スル所ハ市区改正ノ方便ヲ借リ夫ノ

裏庖ヲ烏有ニ帰シテ公衆衛生ノ事業ヲ完結シ所謂東京ノ

本地ヲシテ無蓋ナル楽土タラシメントスルニ在リ」とい

うのである。

良く知られているように，高木・松山等の「中央市区

縮小・貧富分離論」は，後に森林太郎(鴎外)によって

手厳しく批判される(森， 1888 a 同1888b ;同1889)

のであるが66)，これ等の貧民蔑視の思想的背景をもった

市区改正論は，むしろ当時では一般的意見であり，貧窮

民の立場に立って之に的確な批判を加える者は，むしろ

稀で、あった。

7.市区改正意見書と中央市区劃定

松田道之知事の後任者である芳川顕正東京府知事は，

1884年11月の「市区改正意見書」で「中央市区劃定」の

考えをとらないと明確に述べている。実は，意見書の前

半部分は市区改正の計画区域をL、かに定めるかを論じて

いるのであるが67)，その冒頭部分で， r市区改正ノ計画
ユ就テハ曽テ中央市区ヲ劃定スルノ議アリシト雄今熟々

考案ヲ運ラ、ン地球上最モ著名ナノレ都府ノ沿革ヲ参着スノレ

ニ」とし，パリ，ロンドンの状況を検討して，これらの

市で、かつて市区を限定し特別の制をとっていたが近時文

明に適さなくなったと分析し「由是観之中央市区劃定ノ

説ハ近時文明ノ実際ニ適セサノレノミナラス或ハ後年ノ不

利ヲ匪胎スヘキモ亦未タ知ルヘカラス到底之ヲ実際ニ験

ムルコト能ハサレハ中央区ヲ劃定スルコトヲ止メ市区全

体ノ改正ヲ計画センコト策ノ最得タルモノト謂ヘシ(傍

点引用者)Jと述べている68)。ここで、パリ，ロンドンの
例をあげているが，東京の中央市区劃定が，何もノミリ，

ロンドンのように市区の周囲に城壁を設け，平時はここ

で入市税を課し，戦時は防禦に供するというような事を

企図していたものでない以上，パリ，ロンドンの市区が

「近時文明ノ実際ニ適セサル」ことが中央市区劃定を否

定する主要な論拠とはなり得ない。この意見書は中央市

区劃定がある論拠で否定されたから「市区全体ノ改正ヲ

計画Jするというより，むしろ逆に「市区全体ノ改正」
が必要であるという理由から中央市区劃定を否定してい

ると見ることが出来る。 r市区全体」即ち当時の十五区
のほとんど全域69)を計画対象区域とする必要性について

は，パリ，ロンドンの「毎方哩ノ人口ノ割合」即ち人口

密度と十五区の当時の人口密度70)がほぼ等しい事をあげ

ている。しかし，一方では江戸から東京への人口変動の

激しさからみて「尚ホ数十年ノ星霜ヲ経ノレニ非レハ東京
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市区ノ面積ハ果シテ幾許ニ増加スヘキヤ幾許ニ減少スヘ

キヤ今予メ之ヲ判定スルコト甚難事」とし，将来人口の

従って将来市区面積の予測が困難であるから「其広漠ヲ

患ヒ妄リニ臆断ヲ以テ市区ノ内外ヲ定メ」ることは問題

があるとしている。

これは要するに，どれだけと市区をきめられないから

なるべく広くとっておこうという考えに近く，中央市区

劃!定に理論的に反対しているのではない。それどころか

中央市区劃定の理論的・思想的背景である「市区縮小・

貧富分離論」については「現今ノ市区ハ広潟ニ過タリ宜

ク適宜ノ法制ヲ設ケ貧民ヲ駆テ之ヲ府外ニ出シ富豪者ヲ

集メテ中央ノ地ニ住セシムヘ、ン然ルトキハ道路ノ制立ツ

可シ衛生ノ方普及スヘシ家屋モ壮麗ヲ餅列スヘシト世上

往々議スル者少シトセス」と前節で紹介したような論議

の論旨を的確に示した上で， I議者ノ言甚タ理アリ(傍
点引用者)Jとこれを肯定する見解を述べているのであ
る。

芳川意見書の区域論を，現在の都市計画の用語で述べ

れば，計画決定の効果と事業施行能力の兼合いから，計

画区域は広くとって都市計画決定にともなう都市計画制

限によって将来の事業施行を担保しつつも，事業区域は

予算等にみあって限定的にし，漸次拡大しようというも

ので、あった。即ち意見書では「先ツ現今ノ戸口ニ拠リ別

紙第一図ノ如グ市区ノ計画ヲ定メ普ク府民ヲシテ之ヲ知

ラシメ其計画ヲ実施スルノ防害トナルヘキ土木ヲ止メ而

シテ先ツ中央ノ尤繁盛ナル地ヨリ着手シ漸ヲ逐テ他ノ二

等三等ニ位スルモノニ及ホスJ71lと述べ，こうすれば
「一時ニ莫大ノ金額ヲ要スルノ患ナクJI著手ユ臨ンテ
其費金ノタメニ梼踏セス」に市区改正にとりかかれると

している。

更に第ーに着手すべき「中央ノ尤繁盛ナル地」は日本

橋を中心に考えるのは当然だとし， I行政tニ於テ諸般

ノ法制ヲ施行セラル、モ日本橋神田京橋等ノ数区ヲ以テ

根拠トス(語辞九望号室宮際弘明要)故ニ今市

区ノ改正ヲ施スモ使チ其数区ヨリ始ムルヲ以テ著手ノH頂

序ヲ得タル者ト為ス可キナリ」と述べている。これは都

心数区に特別の法制を施行することを肯定し，市区改正

の事業をそこにまず集中すべきだと言うのであるから

「劃定之問題」が提起した「中央市区劃定」異なるとこ

ろはほとんどないといって良い。唯一点(これは重要な

点であるが) I劃定之問題」の中央市区は，事業区域で
あり且つ計画区域で、あったが， I意見書」の計画区域は

16平方哩5分の lの「市区全体」で「中央ノ尤繁盛ノ

地」が事業区域であるという点が違うのである。

以上，芳川顕正が「意見書」の中で「中央市区劃定」

を否定しているといわれることの本当の意味について検

討し，それが「中央市区劃定」という概念の全面的否定

ではなく，市区改正の計画区域を中央市区に限定すると

いう点についてのみの否定であることが明らかになった

と思う。上野 (1972)のように「中央市区劃定」の否定

すなわち築港の否定という短絡は論外といえよう。

まとめ

松田道之知事が提起した「東京中央市区劃定之問題」

は，石塚(1971)が指摘するように，以後の政府・府当

局関係者の市区改正をめぐる諸建議の出発点にあたる位

置にあって，情本正隆知事の「事務引継演説書」ととも

に東京市区改正の原点というべき文書と考えられる。

本稿では，その内容，それが書かhるまでの経緯，お

よび，それをめぐっての論議について検討するとともに

「中央市区劃定」という考え方が，第一回市区取調委員

総会(1880年12月)および芳川顕正の「市区改正意見書

(1884年11月)Jの2回にわたって「否定された」とさ

れている事の実情を明らかにし， I中央市区劃定Jの背
景となっている「市区縮小・貧富分離論Jは当時の支配
的見解であって，決して全面的には否定されておらず，

むしろ或点では実施に移されていることを示した。この

点については，当時の市区改良事業，火災予防事業，家

屋制限等の実態によって更に検証される必要があろう。

最後に，この稿をまとめるに当って討論をお願いした

都市研究センタ一方法論グループの方々に感謝するとと

もに，なお御批判，御検討をお願いしたい。

i主

1)11月4日付 5日付各新聞の報道による。これらに

よると，この臼昼間に議事を終了し，夕刻から開かれ

た閉会式で、知事の閉会演説があり，席をあらため宴席

についたところで文書が頒布され諮問がおこなわれて

いる。このことは既に小倉(1964)によって指摘され

ている。小倉， 1964には文書の一部も引用されてい

る。

2)ここでは，資料 17に綴り込まれている頒布用印刷

物によった。資料 2， pp. 914~918. にも全文が掲載

されているが数個所の誤植がある。

3)例えば，石塚裕道， 1971，都史紀要25巻「市区改正

と品海築港J1969，川上秀光「日本近代都市計画史年

表1978J，などは6月府会諮問説である。

4)後述の11月2日知事発言，および，資料-17中の10

月30日付「警視庁ヨリ中央市区図面送致方照会」に

「嘗テ府会へ御下附ノ積ヲ以テ印刷相成居候別冊問

題」という言葉が見えることからわかる。

5)資料 17中の「中央市区略図一覧Jによる。
6)資料 9， pp. 71~90 ;資料-10，その他による。

7)資料 20中の府会議長上申及び資料 3， pp. 606 
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によると「火災予防ノ事業ヲ興起スルニ付府債ヲ起ス

ノ儀ハ無余儀筋ニハ候へトモ現行ノ法律ニテハ其元利

償却ノ為ニ地方税ニ求ムヘキ余地モ無之侯ニ付昨年中

当会ヨリ内務卿ニ建言仕候趣意ニ従ヒ東京府下ニ限リ

地方税ノ制限ヲ廃セラレタル上ニテ起債ニ御着手アル

ヘシ」

8)資料一10，第9号， pp. 1 -110 

9)資料17中の「警視庁ョリ中央市区図面送致方照会」

10)資料一17中の「中央市区問題並図面陸軍省其他へ送

附方伺」

11)資料-17中の「東京市区改正ノ議新聞紙へ広告按

伺J

12)印は3つあって 1等属渡辺孝 6等属児玉春房 7

等属河出良二のものとみられる。

13)資料-2，および都史紀要25に紹介されている 5月

21日草案は後半部分について訂正の過程を含めて示さ

れているように見えるが，訂正のすべてを示してはい

ない。特にこの部分については反覆訂正が加えられて

いるが紹介されていない。起案者草案は墨書されてお

り明瞭だが朱筆は何回かにわたって入れられ，更に付

書蓄がつけられ，添削の結果を確定することがむずかし

い程である。ここでは資料一17に収録されている朱筆

の入った起案者草案を検討した結果をのせている。

14)資料 5 pp. 4960 

15)資料 17所収， r新湊設計工師名通知方土木局ヨリ
照会」

16)石塚裕道， 1972は「劃定之問題」に関しては同内

"" 廿。

17) r劃定之問題」の原文では「商買貿易」となってい
る。この誤りは資料一2の誤植に由来すると思われ

る。

18)これ等の著作はいずれも新版が出ているが，この問

題については新版も同じ内容である。

19)ここで「規模」とは正しい手本，あるべき姿という

意味であって，大きさの意味ではない。

20)上野勝弘， 19720 

21)例えば東海経済新報は「劃定之問題」を論ずるに当

り「東京論」をあげ，築港論は従来もあったと述べて

いる。

22)この社説は既に小倉(1964)により簡単に紹介され

ており， r田口卯吉の「東京論Jとはまったく方向の
違った」意見であるとされている。

23) r三事」とは，人民の連帯感を強めるための区会・
共有金の運営，市区改良，水道改良である。

24)資料ー17中の11月16日「市区劃定並ニ築湊ニ係ノレ論

題有之雑誌等買上方何J

25)資料-20中の r(焼失跡家屋制限之儀)伺ノ件ニ付
質問ニ対スノレ答書 (2月19日)J 

26)この伺書に付された起案文書に「中央市区改良之儀

ハ此際調査着手中ニ付此段併セテ申上置侯也」とあ

る。

27)資料-17によれば「劃定之問題」の起案者草案が出

来る以前に 2月28日内務省図書局に「道路並家屋ノ

制取調ノ儀」につき照会し「道路誌二部」を閲覧「英

国大道憲法Jを借用し 3月3日「東京湾築港事業ニ
係ル件」を土木局に照会し「工師リントウ設計， 1田島
護船場目論見書壱冊，同実測図壱枚」を借用してい

る。

28)資料-2では「火災保険ノ事」となっているが，原

本(資料一17)では「火災保険区ノ事J。建物構造・
市区改良の程度により地区ごとに火災保険料率を変え

ようとする考えをさす。

29)この他に起案者草案では「牧牛場Jというのがあっ
たが付築の指示により削除された。

30) 1885年3月18日上申(資料一18による)。

31)前出，注目参照。引用は郵便報知新聞11月10日付よ

り。

32)一般人2名が「劃定之問題及附図」をうけとったと

いう記録がある(資料 20)。

33)調査したものは次の新聞雑誌である。朝野新聞，東

京曙新聞，東京日日新聞，東京横浜毎日新聞，郵便報

知新聞，東海経済新報，東京経済雑誌，東京輿論新

誌，学芸志林，喫鳴雑誌，近事評論，扶桑新誌，溺津

叢談，交鈎雑誌。

34)田口卯吉(1880)は，築港の必要性を東京を中央集

権的な経済市場の中心とすべきだという主張から説明

している。この郵便報知の社説は田口の論旨に近い。

しかし郵便報知は「東京論」が出た直後の 9月7日付

社説「都府ノ壮麗(同入社東直之助)Jでは中央集権
的な都市のあり方を批判するという形で暗に「東京

論」に反論している。

35) 11月10日の日付がある。東京経済雑誌45号11月15日

に収録。附図があったらしいが雑誌には収録されてい

ない。

36)田口だけでなく地学協会意見書にも同趣旨のことが

あるo 又，渋沢栄ーも同様な主張をする。例えば東京

市区改正審査会(1885年2月初日)における発言など

がある。これに対し当局側は郭内は「官用地J~こする
考えを述べている(資料一13)。

37)局名については論文により様々に書かれているが，

これが正式名称である。

38)東京日日新聞の報ずる所によれば 1等属荒木功，

渡辺孝，伊藤徹，伊東某(伊藤正信か)， 6等属児玉

(春房)， 7等属河出(良二)などであるという。

39)委員は，赤松川良，大鳥圭助，浅井道博，渋沢栄

一，肥凹浜五郎，福地源一郎，荒井郁之助，荘田平五
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郎，平野富二，野中万輔を{衣嘱した。

40)この委員会の議事録等未見，開催日時も不明。

41)資料ー5所収の「明治15年8月事務引継書類」

(同資料 pp.496)および「故東京府知事松田道之治

績J (同資料 pp.502)による。
42)築港調査に当って来た肥田浜五郎， 財界人渋沢栄

一，荘田平五郎などがいた。

43)資料 1 pp. 1080-1112による。焼失戸数の合計

は，当時の十五区戸数の約9%，関係区戸数の 5分の

1に近い。

44)神田橋本町改良事業については，石田 11881年の神

田橋本町改良事業に関する研究J (日本建築学会論文
報告集投稿中)で詳細に検討した。

45)主として用地・建物買収費で、ある(資料 3 pp. 

626-632)。

46)同規則の第4条四区家作制限には対象建物を「自今

新築スノレ建物砂野号Jとしている。
47)貧人の火災観に対するこの様な偏見は当時の一般的

見解で田口(1881)も同様な見方を述べている。特に

明らさまなものとして，郵便報知新聞1881年1月30日

付社説「催災者ヲ賑救スルコトノ利害ヲ論ス」があ

る。

48)この社説では，あたかも貧民の立場にたつかの様に

「若、ン一時ニ之ヲ駆逐、ン他ノ市街ニ移転セシメントセ

バ此等ノ貧民其生活ヲ失フニ至ラザル鰍」などと述べ

ているが，同紙の主宰者沼間守ーは神田橋本町買収の

ための 1月29日十五区臨時会秘密会では，熱心に貧民

逐出しを主張するだけでなく，他にも群居させないよ

うにと府側に要求している(資料 11， pp.33-38)。

49) 1881年当時，東京十五区で，最も一般的であった木

造村j板葺(坪単価6円70銭)と四区家作制限に適する

木造瓦葺との新築価格差は坪当り 4円58銭，同じく塗

屋瓦葺との差20円20銭，三構造との差28円42銭弱であ

った(I火災保険料調査ノ要略」資料 4， pp. 309 
~311 により計算)。これが家賃に反映するだけで，

木造瓦葺で1.68倍になる。

50) 1881年の松枝町および柳町大火後，東京府区部共有

地を借り煉化造等の家屋を建てて経営したし、という出

願が2件提出され 1件は三菱の岩崎弥太郎によるも

のであった。これはいずれも実現しなかったが，田口

のいうような可能性の根拠といえるだろう(これにつ

いては，前掲石旧 11881年の神田橋本町改良事業に関

する研究」その 2，で詳しく検討した)。

51)従来の貸家は6・7年間焼亡しなければ利があると

し， 14年焼亡しなければ2倍， 21年焼亡しなければ3

倍(の資金を使った)堅牢なものが建てられるという

計算である。煉瓦造 (2階建て)の築造費は板屋の 5

倍以上にあたり(前掲注 49参照)，田口のいうよ

うに簡単に煉化造高屋が建つ計算にはならない。

52)十五区内選出府会議員による区部共有金会計に関す

る会議。この年の 5月以降は府区部会がこれにあた

る。

53)前掲 11881年の神田橋本町改良事業に関する研究」

参照。田口も神田橋本町買上げそのものには反対しな

かっTこ。

54)慶応義塾教授などもっとめたが，一時官界に入り，

後三井銀行取締役。ジャーナリストとして時事新報・

朝野新聞などでも活躍した。

55)肺病であったといわれ， 43才の若さであった(木山

1925など)。

56)芳川顕正から内務卿山県系有朋にあてた「東京市区改

正ノ儀ニ付上申」にそえられた文書。ここでの引用文

は資料 18中の「市区改正意見草案」によった。これ

は若干の朱筆が加えられている。

57)例えば「東京湾i零の好況J (東京経済雑誌 180号)
などがあるが，この時期はやや少なく， 1886年以降に

また増加する。

58) この論説は I鼎軒目 ~I 卯吉全集J 中の論文リスト

にのっていないので，田口自身の手になるものでは無

L 、かも知れないが，内容的には出口の諸論文に近し、。

59)芳川意見書で、築港にふれた部分は 1個所だけで「他

日市区ノ改正アリ!日海築港ノ挙アルニ及ンテハ…」と

あり，築港は後まわしに見える。

60)これについては柴田 (1978: 53-57)がやや詳しく

紹介している。

61)前崎，東京経済雑誌社， 1880;田口，1884a 悶1884

bなど。

62)大日本私立衛生会は1883年6月に創設された。現在

の公衆衛生学会の前身である。

63)この経済的損失論は，裏家を建設し賃貸する者の

「取揚ル処ノ金円」と裏家又はその近辺に居住する人

の「医療費」を比較する議論であるo これは基本的に

は別人に帰属するもので，差引償うかどうかという論

議の外である。不在地主の多い(神田橋本町で権利者

の54.5%，土地面積の71.4%は不在地主)裏家の場

合，衛生的経済的損失は裏家居住者に，そこからの利

得は裏家経営者に帰属するのである。

64)西洋式借家をもって東京市区の改良をはかるべきだ

という説は，長与専斉(内務省衛生局長，東京市区改

正審査委員)も述べている(長与， 1886)。

65)医家，怒恵会病院創設者。

66)柴田徳衛， 1968によって紹介された。しかし，柴出

は鴎外が批判した対象論文(松山， 1885;長谷川， 18 

88)の内容については検討していない。鴎外の批判に

ついては， J]1j論文(前拘， 11881年の神田橋本町改良

11事業に関する研究J)でやや詳しく検討したので，こ
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こでは省略するが，森， 1889による批判は本格的なも

のである。

67)意見書の後半部分は，道路・橋梁・河川等々の具体

的計画をのべている。

68)芳川顕正は， 1888年10月にひらかれた東京市区改正

委員会の開会の演述においても，この意見書とほとん

ど同じ趣旨の理由をあげ「中央区ヲ劃スルノ議ヲ排シ

市区全体ニ就テ改正スルノ計画ヲナス者トナシ」と述

べている(資料-14，pp. 7 ~ 8)。

69)この時は十五区の区域が22平方哩5分のlあったが

郡区の境界の錯雑をただし， 16平方哩5分の 1(約73

%)をもって市区改正の面積とした(資料-8，Pp.4)。

70)この当時の区部の人口密度は，毎方哩ニ付39，884人

(154.0人/ha)で、あった(資料-8，pp. 4)。

71)芳川顕正は東京市区改正審査会の第1回 (1885年2

月)の席上においても，計画を広く定める事の必要性

を次の様に強調している。 i何レ着手ハ市区ノ中央ョ

リ創メ徐々順ヲ追テ辺隅ニマデ及ホスノ積リナリ其ナ

レハ箇様ノ大体ノ計画ヲナスニ及ハサルベシトノ疑念

モアルカナレトモ能タ考フレハ決シテ然ラス(中略)

追々ハ主主ニ至ノレノ目的ナリト予シメ示シテ置ケハ今後

普請ヲナスモノモ某心掛ケモアルナルヘク又其路線ニ

当リ堅牢ナル建築ニテモナスモノアレハ官ョリ之ヲ差

止ルコトモ出来ルヘシJ (資料 13)。最後に述べら
れている建築制限は，後に東京市区改正土地建物処分

規則第4条にもり込まれた。
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ON THE ISSUE OF DEMARCATION AND IMPROVEMENT 

OF THE CENTRAL DISTRICT OF TOKYO 
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A draft entitled “TOKYO CHUO-SHIKU KAKUTEI NO MONDAI (The Issue of 
Demarcation and Improvement of the Central District of Tokyo)" was submitted to the 

members of the Tokyo prefectural assembly by Governor Michiyuki Matsuda in November 

1880. It has been said in many papers that this draft was a proposion for the construction 

of a new port in Tokyo in place of Yokohama. 

In this paper the author intended to reveal the actual issue that this draft presentented， 

by investigating the original sources of this draft and related discussions at the time. 

The main conclusions of this paper are as follows: 

1) The meaning of 

District of Tokyo. 

2) By this policy Gov. Matsuda intended to reduce the planning area in order to reduce 

the amount of improvement works required. 

3) Also involved in this plan was a move to drive out the poor and remove their back 
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yard tenement-houses from the Central District. 

4) lt was said that Gov. Ma“ts釦udaイ'spolicy of 
the Researching Commi討tt旬e巴 oncivic improvement in 1880， and by his successor Gov. 

Yoshikawa in 1884. 

The actual facts were that although the motion to reduce the “planning area" was 
denied， segregation of the poor from the Central District was the view of the majority. 

5の) The policy of 

such aωs“BOKAROSEN and OKUJYO-SEIGEN KIおSOKU(Bu凶uldingOrdinance for Fir陀E 

Prot旬ect吋t“iぬo叩n叫1)"and slum clearance and ‘“‘'improv刊e叩I口me叩n凶lt"0ぱfK乞anda-Haωsh悩1討imoωto-choin 1881. 


